
北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

次 第
１ 開会挨拶

２ 議事

３ その他

令和７年度 北海道社会福祉審議会

地 域 福 祉 支 援 計 画 専 門 分 科 会

８ ２ 12令和 年 月 日

(1) 北海道地域福祉支援計画（第２期計画）
(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況

① 地域福祉計画の策定率
② 包括的な支援体制の整備率
③ ＣＳＷ等の配置率
④ 民生委員・児童委員の充足率
⑤ 心のバリアフリーの認知度

(3) 目標値に対する達成率一覧表
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専門分科会 委員名簿

区分 所 属 氏 名 出席状況
▶ 高齢・障がい・児童・その他の福祉に関する共通事項
１ 北星学園大学 社会福祉学部 教授 岡田 直人 ○
２ 北星学園大学 学⾧ 中村 和彦 －
３ 藤女子大学 名誉教授 橋本 伸也 ○
４ (一社)北海道医師会 副会⾧ 藤原 秀俊 ○
▶ 福祉人材養成・確保
５ (公社)日本介護福祉士養成施設協会 北海道支部 澤田 乃基 ○
６ (社福)北海道社会福祉協議会 副会⾧ 髙江 智和理 －
▶ 福祉サービスの適切利用推進・基盤整備
７ (労協)ワーカーズコープ北海道事業本部 本部⾧ 石本 依子 ○
▶ 市町村が行う「我が事・丸ごと」への支援
８ (社福)ゆうゆう 理事⾧ 大原 裕介 ○※
９ (公財)北海道民生委員児童委員連盟 会⾧ 佐川 徹 ○
10 (社福)禎心会 介護老人福祉施設ら・せれな 施設⾧ 村山 文彦 ○※

（敬称略）

Ｐ１

［※オンライン］
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２－(1) 北海道地域福祉支援計画（第２期）

１ 計画期間
令和６年（2024年）４月から令和12年（2030年）３月までの６年間

第１期計画 第２期計画

H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R10 R11

Ｐ２

２ 施策の体系と対応する５つの数値目標

❶ 市町村の体制づくり
▶ 市町村における地域福祉計画の策定率向上

❸ 地域福祉を支える人づくり
▶ 地域への支援を行う職種の配置推進

❷ 福祉共通の仕組みづくり
▶ 市町村における包括的な支援体制の整備

➍ 支え合いの基盤づくり
▶ 民生委員・児童委員の継続的な担い手確保

➎ 暮らしやすい地域づくり
▶ 心のバリアフリーの理解と普及の推進

❶ 地域福祉計画の策定率…………100%

❷ 包括的な支援体制の整備率……100%

❸ ＣＳＷ等の配置率………………100%

➍ 民生委員・児童委員の充足率…100%

➎ 心のバリアフリーの認知度……080%

最
終
年
度
の
目
標
値

Ｒ11
（市町村）

（市町村）

（市町村）

（全道 ）

⇔
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２－(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況ー① 地域福祉計画の策定率
平成30年の改正社会福祉法の施行により策定が努力義務とされた地域福

祉計画について、全ての市町村で策定されるよう支援を行う。
概要

全国的な策定率が80％を超えている中、道内市町村では、計画策定時点
で60％台にとどまっている。

現状

振興局単位で市町村向け説明会の開催などにより、計画策定の趣旨や具
体的な策定プロセス等について、標準資料を用いて体系的に説明。

進め方

・標準資料は、マニュ
アル的に用いることが
できるよう、理念から
策定例までを一体的に
記載。

・計画未策定の市町村
のみならず、策定済み
の市町村も次期計画の
見直し作業が適切に行
えるよう支援。

Ｐ３
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道内市町村の策定率は、令和７年４月時点で72.1％となっており、計画
策定時点から2.8％増加している。

進捗

上昇率が小さく、全国的な水準に及ばない状況であるため、未策定市町
村への個別支援を行うなど、引き続き策定率の向上に努めていく。

今後

2.8％増加

ａ 63.1%

ｂ 6.2%

ｃ 30.7%

ａ 策定済み
ｂ 策定予定
ｃ 未策定

ａ 67.6%

ｂ 4.5%

ｃ 27.9%

ａ 策定済み
ｂ 策定予定
ｃ 未策定

ａ＋ｂ＝
69.3％

ａ＋ｂ＝
72.1％

（①の進捗状況と今後の対応）

113

11

55

121

8

50

Ｐ４

現時点
令和４年４月 令和７年４月

策定時点



・標準資料は、各取組
の位置づけから包括的
な支援体制の整備、道
内市町村の取組例など
を記載。

・重層的支援体制整備
事業の実施市町村のみ
ならず、包括的な支援
体制の整備ができるよ
う支援。

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

２－(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況－② 包括的な支援体制の整備率
平成30年の改正法により努力義務化された「包括的な支援体制の整備」

について、全ての市町村で体制が整備されるよう支援を行う。
概要

相談支援・参加支援・地域づくりという３つの支援を一体的に展開する
体制が整備されている道内市町村は、全体の３割弱となっている。

現状

道の「後方支援事業」で包括的な支援体制の整備に向けて、振興局単位
での説明会の開催などにより、実践的な支援を実施。

進め方

Ｐ５

令和７年度は、
計４地域で開催
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道内市町村の整備率は、令和７年４月時点で40.2％となっており、計画
策定時点から16.2％増加している。

進捗

16.2％増加

（②の進捗状況と今後の対応）

ａ 24.0%

ｂ 76.0%

ａ 整備済み
ｂ 未整備

ａ 40.2%

ｂ 59.8%

ａ 整備済み
ｂ 未整備

43

107
136

72

Ｐ６

現時点策定時点
令和７年４月令和４年４月

１割以上増加したものの、「全市町村」には大きく及ばない水準である
ため、重層的支援体制整備事業の実施を含め、広く整備されるよう継続的
に支援する。

今後
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２－(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況－③ ＣＳＷ等の配置率
「個人への支援」と「地域への支援」の双方を担うＣＳＷ等の支援者に

について、全ての市町村で配置されるよう働きかけていく。
概要

ＣＳＷをはじめ、地域づくりを担う調整役が配置されている道内市町村
は、全体の86.0％となっている（令和４年度時点）。

現状

道社協によるＣＳＷ養成研修の開催を支援するなどして、各市町村に少
なくとも１名確保できるよう取り組んでいく。

進め方

Ｃommuni ty
Ｓoc ia l
Work

実践者養成研修

北海道社会福祉協議会

地域への支援者の養成を目
的として、平成27年度から継
続的に開催。

市町村社協やその他の社福
法人など、地域福祉に携わる
職員が対象。

直近５年間の推移（配置済
み市町村数及び割合）は右表
のとおり。 (％)

Ｐ７

(152)

84.9%

(154)

86.0%

(155)

86.6%

(156)

87.2%

(156)

87.2%
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Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７
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道内市町村の配置率は、令和７年度時点で87.2％となっており、計画策
定時点から1.2％増加している。

進捗

「全市町村」での配置が達せられるよう、道社協が開催する養成研修へ
の参加を引き続き促していく。

今後

策定時点
令和４年度

1.2％増加

（③の進捗状況と今後の対応）

ａ 60.9%
ｂ 25.1%

ｃ 14.0%

ａ ＣＳＷ
ｂ その他の支援者
ｃ 配置なし

109
ａ 65.9%

ｂ 21.3%

ｃ 12.8%

ａ ＣＳＷ
ｂ その他の支援者
ｃ 配置なし

118

25

45

38

23

現時点
令和７年度

Ｐ８

ａ＋ｂ＝
86.0％

ａ＋ｂ＝
87.2％



北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

２－(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況－④ 民生委員・児童委員の充足率
住民の身近な相談相手となる民生委員・児童委員について、全ての市町

村で定数が満たされるよう担い手確保を図っていく。
概要

民生委員・児童委員は３年ごとに一斉改正が行われており、令和４年度
の充足率は、全国平均と概ね同程度の94.5％となっている。

現状

民生委員活動に関する広報啓発や説明会・研修会の開催などにより、充
足率100％が達せられるよう努めていく。

進め方

区
分 (平均) 01

空知
02

石狩
03

後志
04

胆振
05

日高
06

渡島
07

檜山
08

上川
09

留萌
10

宗谷
11

オホ
12

十勝
13

釧路
14

根室
市
部 88.0% 87.3 84.7 89.3 93.7 － 90.3 － 96.3 67.1 89.1 84.4 84.7 88.9 87.1

町
村 94.5% 98.5 95.0 91.2 95.8 95.9 89.0 92.8 98.6 96.7 98.8 92.7 94.7 93.0 97.3

全
道 90.9% 90.1 85.4 90.3 94.2 95.9 89.3 92.8 97.7 85.1 94.7 88.4 91.0 90.3 94.0

※指定都市及び中核市を除く。

Ｐ９

（令和７年12月１日の一斉改選時の充足率）
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道における民生委員の充足率は、令和７年度の一斉改選時で91.4％となっ
ており、次回一斉改選は令和10年度とされている。

進捗

民生委員の適格要件の弾力的な運用や民生委員定数の適正化に向けた助言
を行うなど、充足率の向上に努めていく。

今後

策定時点
令和４年度

（④の進捗状況と今後の対応）

ａ 94.5%

ｂ 5.5%

ａ 充足率
ｂ 欠員率

ａ 91.4%

ｂ 8.6%

ａ 充足率
ｂ 欠員率

一斉改選
令和７年
12月１日

12,208

709

Ｐ10

11,723

1,1063.1％減少
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２－(2) 数値目標を掲げる項目の推進状況－⑤ 心のバリアフリーの認知度
福祉のまちづくりに関する理解を住民が相互に深め合う「心のバリアフ

リー」の考え方が広く普及するよう道民の認知度向上を図る。
概要

道民を対象としたアンケート調査の結果、令和５年度時点の認知度は約
57％（「よく知っている」22.5％＋「だいたい知っている」34.8％）。

現状

「心のバリアフリー」に関するガイドブックの配布や優良事例の発信な
どにより、認知度80％が達せられるよう普及啓発を行っていく。

進め方

イベント等の機会を捉えて来場者に配付 コープさっぽろ主催の体験型イベントに出店

（取組の一例）

Ｐ11
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「心のバリアフリー」に関するアンケート調査は、３年に１回実施して
おり、次回は令和８年度が予定されている。

進捗

様々なイベント等の機会を捉えた普及啓発の取組や研修事業の実施など
により、道民の認知度向上を図っていく。

今後

策定時点
令和４年度

（Ｒ８検証）

（⑤の進捗状況と今後の対応）

ａ 22.5%

ｂ 34.8%

ｃ 32.9%

ｄ 9.7%

ａ よく知っている
ｂ だいたい知っている
ｃ あまり知らない
ｄ 知らない

ａ よく知っている
ｂ だいたい知っている
ｃ あまり知らない
ｄ 知らない

次回調査
令和８年度

ａ＋ｂ＝
57.3％

193

655

693

448

目標値（80％）に
対して71.6％達成

Ｐ12
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⚫ 施策の「５つの柱」に対応する数値目標の達成率は下表のとおりであり、おお
むね計画策定時に比べて増加しているが、目標値までの到達には十分及んでいな
い項目もあることから、達成率を一つの目安として、今後も各種取組の推進管理
を行っていく。

２－(3) 目標値に対する達成率一覧表

数値目標を掲げる項目 目標値
Ａ 策定時点 Ｂ 現 時 点 Ａ➝Ｂ

増加率年度 数値 達成率 年度 数値 達成率

❶ 地域福祉計画 100％ Ｒ４ 124
(市町村)

69.3％ Ｒ７ 129
(市町村)

72.1％ 2.8％

❷ 包括的な支援体制 100％ Ｒ４ 43
(市町村)

24.0％ Ｒ７ 72
(市町村)

40.2％ 16.2％

❸ ＣＳＷ 100％ Ｒ４ 154
(市町村)

86.0％ Ｒ７ 156
(市町村)

87.7％ 1.7％

➍ 民生委員・児童委員 100％ Ｒ４ 12,208
(人)

94.5％ Ｒ７ 11,723
(人)

91.4％ △3.1％

➎ 心のバリアフリー 80％ Ｒ５ 57.3
(認知度)

71.6％ Ｒ８ － － －

Ｐ13



市町村による地域福祉計画の策定状況を振興局管内ごとに見ると、胆振や十
勝が策定率90％を超えている一方、空知・日高・留萌・宗谷は「策定予定」を
含めても50％台にとどまっているなど、地域差が大きくなっている。

別紙１（①地域福祉計画関係）
振興局管内ごとの策定状況

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

50.0

87.5
65.0

90.9

57.1 54.5
71.4

82.6

25.0

50.0
66.7

100.0

62.5
40.0

4.2

9.1

9.1

4.3

12.5

60.0
45.8

12.5
35.0 42.9 36.4 28.6

13.0

62.5
50.0

33.3 37.5

0
10
20
30
40
50
60
70
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90

100
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渡
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檜
山

上
川

留
萌

宗
谷

オ
ホ

十
勝

釧
路

根
室

ａ 策定済み ｂ 策定予定 ｃ 未策定

(％)

道内平均
ａ＋ｂ＝72.1％

Ｐ１



本計画においては、以下のＡ及びＢのいずれかに当てはまる状況の市町村を
もって、他県の考え方も参考に、「包括的な支援体制の整備」が行われている
ものと捉えている。

別紙２（②包括的な支援体制の整備関係）
「体制整備」の内訳と考え方

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

社会福祉法第106条の３第１項
の各号を満たしているＡ

【第１号】地域住民等が主体的に地域
生活課題を把握し解決を試みること
ができる環境の整備

【第２号】地域生活課題に関する相談
を包括的に受け止める体制の整備

【第３号】多機関の協働による包括的
な相談支援体制の構築

１～３の各号に取り組むと
ともに、その旨を地域福祉
計画に記載している市町村

重層的支援体制整備事業
を実施しているＢ

社会福祉法第106条の４第２項の各
号に掲げられる各事業を一体的に実施
している市町村
【第１号】相談支援
【第２号】参加支援
【第３号】地域づくり
【第４号】アウトリーチ
【第５号】多機関協働
【第６号】支援プランの作成

令和７年度時点において、Ａ（51市町村）＋Ｂ（21市町村）＝40.2％

Ｐ２



「包括的な支援体制の整備」の手法の一つとして規定される重層的支援体制
整備事業については、制度創設の令和３年度以降、道内の実施市町村は徐々に
増加しており、令和７年度時点では、21市町が実施している。

今後も、市町村への後方支援として、重層事業を含めた「包括的な支援体制
の整備」が適切かつ円滑に行われるよう、人材養成研修や専門家派遣などによ
り、取組を後押ししていく。

別紙３（②包括的な支援体制の整備関係）
重層的支援体制整備事業の実施市町村数

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

後方支援事業の概要

振興局単位での意見交換会
先行事例や実施に向けた課題等を情報
共有

人材養成研修
市町村や関係機関の職員を対象とした
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「包括的な支援体制の整備」がなされている市町村のを振興局管内ごとに、
かつ、地域福祉計画の策定率と重ねて見ると、包括的な支援体制が整備されて
いる市町村が多い管内は計画策定率が高いといった傾向がある。

別紙４（②包括的な支援体制の整備関係）
振興局管内ごとの実施状況

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課
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民生委員・児童委員は、各市町村の民生委員推薦会から推薦を受けた候補者
について、北海道社会福祉審議会（民生委員審査専門分科会）の意見を聴き、
北海道知事から厚生労働大臣へ推薦し、委嘱される。

別紙５（④民生委員・児童委員の充足率関係）
民生委員・児童委員の選任について

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 Ｐ５

民生委員候補者 市町村民生委員推薦会

市町村⾧

北海道知事厚生労働大臣
（北海道厚生局）

北海道社会福祉審議会
民生委員審査
専門分科会

①推薦の承諾依頼

②承諾
③推薦

（経由）

⑤意見
具申

④審査
依頼

⑥推薦

⑦委嘱（※）

（⑦委嘱辞令伝達）

（⑦決定）

※ 北海道が北海道厚生局から委嘱の決定に係る
通知を受け、市町村を経由して候補者宛に委嘱
辞令を交付する。

民生委員委嘱の流れ（フロー図）


